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税務情報 

国税庁 － 法人税基本通達等の趣旨説明の公表 

国税庁は 10月 24日、2024年度税制改正等に対応して発遣された「法人税基本
通達等の一部改正について（法令解釈通達）」（2024年 6月 21日付）（*）に係る
以下の趣旨説明を公表しました。 

 令和 6年 6月 21日付課法 2－14ほか 1課共同「法人税基本通達等の一部改
正について」（法令解釈通達）の趣旨説明

たとえば、「第 2 租税特別措置法関係通達（法人税編）関係」では、以下の趣旨
説明が行われています。 

【賃上げ促進税制】 

《42の 12の 5－1の 3 中小企業者であるかどうかの判定の時期》 

中小企業者向けの措置について創設された 5 年間の繰越税額控除制度の適用に
あたり、繰越税額控除限度超過額が生じた事業年度終了の時には中小企業者に
該当する必要があるが、繰越税額控除制度による税額控除を受けるための要件
として中小企業者に該当することは法令上、定められていないため、実際に繰
越税額控除制度による税額控除を受ける事業年度終了の時において中小企業者
に該当する必要はない。 

【株式対価M&Aに係る課税の特例】 

《66の 2－4 本制度の適用対象から除外されない同族会社の範囲》 

2023年度税制改正において、株式交付の直後の株式交付親会社が同族会社（非
同族の同族会社を除く。）に該当する場合には、本制度を適用しないこととされ
たが、株式交付親会社が非同族の同族会社と判定された会社の子会社である場
合、本制度の適用対象外とされる同族会社に該当し、本制度を適用することが
できないのではないかという疑問が生ずる。 

しかし、この改正は、本制度が日本企業全体の収益性の向上や産業の新陳代謝
を促していくための政策税制として設けられたものであるところ、いわゆる「オ
ーナー企業」による政策目的にそぐわない株式交付が散見されたことから、本
制度の政策目的に合う株式交付に適用対象を限定するために行われたものであ
るため、本制度の適用対象から除外されない同族会社であるかどうかを判定す
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る場合における「同族会社でない法人」には、非同族会社の子会社、孫会社、ひ
孫会社等も含まれることを本通達において明らかにしている。 

（この点については、図を用いて解説されています。） 

（*） 改正通達の概要は、e-Tax News No.309「国税庁 － 法令解釈通達の発遣」
（2024年 6月 26日発行）でお知らせしています。 
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